中国社会における地域の変容と高齢者福祉の課題 -東北地方の農村高齢者の生活実態調査を通して- by 韓 榮芝 & Rongzhi HAN
『長崎国際大学論叢』　第１２巻　２０１２年３月　７５頁～８６頁
Ⅰ．はじめに
中国では、１９８０年代以降、計画経済から市場
経済への移行に従って、従来の福祉制度の瓦解
によって地域社会の問題が顕在化してきた。特
に農村社会においては「三農」（農村・農地・
農民）問題が深刻化してきている。その中でと
りわけ、農村地域に暮らしている農民の福祉問
題の拡大が目立つようになってきた（図１）。
　
一方では、経済の急成長に伴う社会構造が激
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Summary
This research is based on the study that the problem of aged-care at home in Chinese patriar-
chal society.　By the investigation that the real quality of life with the elderly who lived in the 
northeast rural area, research clear the purposes followed.　①What are the welfare demand with 
the change of the rural area ?　②Which aged-care services are necessary to make a relieved secu-
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要　旨
本研究は、これまでの中国の宗族社会における高齢者の在宅養老問題に関する研究を踏まえ、今回実
施した中国の東北農村地域における高齢者の生活実態調査を通して、ソーシャルワークの視点で農村地
域の高齢者の自立生活を支えていくためには、①農村地域の変容が高齢者の養老生活にもたらした福祉
ニーズとは何か　②高齢者が安心、安全かつ健康的な在宅生活を営むためにはどのような養老支援サー
ビスが必要か　③異なる農村地域の特徴を生かした高齢者福祉のあり方とは何かを探ることを目的とし
た。
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変し、家族の構造が伝統的な大家族から核家族
へと変化してきた。そして、一人っ子政策の実
施により農村地域においても、豊かな暮らしを
する前に高齢化社会を迎えているゆえに、年金
制度自体も農民皆保険にはなっていない状況に
ある。また、国家責任とした社会福祉制度の整
備は不十分なため、地域格差や生活水準の落差
が増す一方である。
以上のようなことから、近年中国の国家戦略
として、調和が取れる社会を目指すというス
ローガンを掲げて、コミュニティ（社区）を基
盤とした社会福祉改革を進めようとし、地域社
会の変化による福祉制度改革の必要性も強調さ
れるようになってきている（図２）。
しかしながら、今まで行われてきた福祉改革
の動きをみれば判るように、国や行政が主導
的、一方的に権力を握っており、いわゆる統治
的（ガバナンス）な立場であり、日本で推し進
めてきた「住民参加」、「住民主体」の原則は中
国にとっては全く神話のようなものであると言
わざるを得ない。このような福祉改革を進めて
いても果たして福祉課題を抱えた住民、とりわ
け農民の生活支援に至ることができるのか。筆
者はここ数年、当面の農村調査研究として、近
年の中国地域社会の変容、並びに中国における
社会福祉に関する制度の変化についての、歴史
的かつ実証性に基づく分析を行うことを目的と
し、地道な作業を継続的に行ってきた。今まで
強い関心を持っていた中国の地域社会及び社会
福祉の変化とは、福祉改革の取り組みは殆ど都
市部に偏っており、農村部の高齢者を取り巻く
社会環境は非常に厳しい。例えば、年金（個人
所得）や保険（医療）制度、また、ライフスタ
イル（家族形態・構成）の変化による家族扶養
や住環境等など、地域ニーズとしてもかなり深
刻な問題が現れてきた。これらの地域ニーズに
応えられる対策は皆無に近いといっても過言で
はない。結局、農村地域の新たな貧困層の増大
など、「経済の格差」から「地域の格差」へ、
そして「福祉の格差」にまで拡大している。
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図１　中国の福祉改革を取囲む社会の変化と制度改革の背景
本研究は、上記のことを念頭におきながら、
これまでの中国の宗族社会における高齢者の在
宅養老問題に関する研究を踏まえ、今回実施し
た中国東北の農村地域における高齢者の生活実
態調査を通して、ソーシャルワークの視点で農
村地域の高齢者の自立生活を支えていくために
は、①農村地域の変容が高齢者の養老生活にも
たらした福祉ニーズとは何か　②高齢者が安
心、安全かつ健康的な在宅生活を営むためには
どのような養老支援サービスが必要か　③異な
る農村地域の特徴を生かした高齢者福祉のあり
方とは何かを探ることを目的としたい。
Ⅱ．研究の概要
１．研究方法
量的研究（アンケート調査の実施及び分析）
２．調査の対象地域
①　山東省文登市大水泊鎮
②　遼寧省大連市普蘭店市蓮山鎮
３．調査期間
　①　山東省文登市大水泊鎮⇒２０１１年８月３０日
～９月１０日
　②　遼寧省大連市普蘭店市蓮山鎮⇒２０１１年９
月１０日～２０日
４．調査過程について
①　調査票の設計
鄭小華氏の「中国都市部における高齢者介護
サービスに関する研究」（２００９）と著者の「中
国の宗族社会における高齢者の現状と課題」
（２００７）の両研究論文の調査票を参考に筆者が
作成したものである。
②　調査票の構成
表１で示す。
③　調査方法（調査票の配布、回収）
調査方法は、主に聞き取り方式として調査し
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図２　福祉改革を取り巻く地域社会の変化と制度改革の必要性
　　　　　　　　　　　　（※図１及図２は筆者により作成）
た。
大水泊鎮については、村に住む今年夏に卒業
したばかりの高校生５名に依頼し、村の街頭
（村民の溜り場）及び村の売店周囲にて一人ひ
とりに対して聞き取り調査を行い、回答票を調
査後すぐに封筒に入れて封じることとした。
蓮山鎮に関しては、現長崎国際大学社会福祉
学科に所属している留学生に依頼し、彼女が帰
国した際に地元の高齢者の自宅、マージャン
室、高齢者の溜り場及び村の売店周囲にて調査
記録をとり、事後も同様に封筒に入れて封をし
た。
有効回答数は両地域（鎮）を合わせて計２２４
枚で、回答率は１００％となった。
④　調査票の集計及び統計処理
統計用ソフト SPSS１６.０ 及び EXCEL を用い
て、両地域（鎮）の高齢者の基本属性、家族構
成、健康状況などに記述統計分析を用いて行っ
た。なお、年齢層別及び男女別に対して　①
ADL の自己評価、②養老サービスへの認識度、
③福祉サービスの利用希望、④養老サービスの
発展状況と在宅養老制度への認識度（１. 政府重
視の介護　２. 介護サービスの拡充　３. 介護の
質的確保　４. サービス利用の利便性）について
クロス集計を用いて分析を行う。
Ⅲ．調査結果と分析
１．調査地域（二つの鎮）の概要
山東省文登市大水泊鎮は、常住人口２.４２万
人、高齢化率１４.０５％（６５歳以上の人口は男性
０.１６万人、女性０.１８万人）、８９の村民委員会と１
の居民委員会があり、１.５５万世帯で農民の年間
平均純所得は６,７４１元（日本円に換算すると約
８.４３万円）となる。
一方、遼寧省大連市普蘭店市蓮山鎮では、常
住人口は２.５７万人（うち農村人口１１,９５４人）、高
齢化率９.７３％（６５歳以上の人口は男性０.１３万人、
女性０.１２万人）、９の村民委員会があり、０.８２万
世帯で農民の年間平均純所得は４,８８０元となっ
ている１）。 
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表１　調査票の構成
評　　価内　　容分野／項目数
本人について：地域（村）、出身、苗字（宗族）、性別、年齢、学歴など基本属性／６
子供の数、配偶者情報、家族構成、居住状況、主な収入源等家族構成／１０
健康状況、定期検査、入院歴、病名など健康状況／４
ADL について、４　 段階の自己評価（１. できる 
２. ややできる　３. できない　４. 分からない）
視力、聴力、言語力、歩行、食事、
トイレ等／別居家族との連絡、外
出の頻度、緊急の対応、生活満足
度、生きがい等
ADL・IADL
／８
認知度について、４　 段階の回答（１. 分る且利用
したことがある　２. 分る且利用している　３. 
分るが利用したことがない　４. 分らない）。利
用希望について、（１. 利用及び継続利用　２. 必
要な時に利用したい　３. 利用したいと思わな
い）
望まれる介護者、介護問題への不
安、将来の介護者像、養老サービ
スへの認識度、福祉サービスの利
用希望
福祉政策への
期待／９
認識度について、５　 段階回答（１. そうである 
２. ややそうである　３. そうではない　４. 分ら
ない　５. その他）
養老サービスの発展状況、在宅養
老制度への認識度（１. 政府重視の
介 護　２. 介 護 サ ー ビ ス の 拡 充 
３. 介護の質的確保　４. サービス
利用の利便性）
養老介護制度
発展状況／３
記述（意見と感想）
２．ケースの要約
処理したケースの要約は、鎮別の詳細を省い
て、有効回答の合計数は２２４人、回収率１００％で
あった。内訳として、山東省水泊鎮は１０以上の
村（東北庄村、大水泊村、白田庄村、屯陽家村、
商店村、場西村、河清村など）の１５２人（６７.９％）、
遼寧省蓮山鎮は８つの村（高瓦房村、水門子村、
ゾウ店村、王崗レイ村など）の７２人（３２.１％）
が協力してくれた。
３．高齢者の基本属性及び家族構成
高齢者の性別と年齢及び地域別でクロスした
結果、二つの鎮ともに男性高齢者（山東省
５３.９％と遼寧省６６.７％）が若干多かった。また、
年齢層別の構成割合では、６５～６９歳の高齢者
（山東省３３.６％、遼寧省３７.５％）と７０～７４歳の高
齢者（２７.６％と２９.２％）を足して６割以上を占
めており、いずれも前期高齢者が多かった。
また、高齢者の年齢層別世帯人数、家族構成
及び大家族の同居意識について、７　 割以上の高
齢者は「同居配偶者がいる」と答えたが、年齢
の上昇につれ配偶者との死別によってその割合
は減る一方であった。また家族の構成につい
て、息子や娘を持つ高齢者は５割強を占めてい
るにもかかわらず、１　 人暮らし高齢者や老夫婦
のみ世帯数を合わせて、なんと８２.６％に達して
いる。しかも、「将来誰とも住む予定が無い」と
答えた高齢者は５４.５％以上を占めている。一
方、「将来息子と同居する予定がある」という高
齢者は２８.６％も占めており、やはり将来の介護
に対する不安は依然として大きいのではないか
と思われる（表２）。
加えて、１０年以上も１人で暮らし続けてきた
高齢者の割合は少なくない（６３.８％）。その独居
理由としては、「自分でやっていけるから」と答
えた高齢者が４割以上を占めている。そのう
ち、別居家族との連絡は年に数回しかなく、殆
ど「連絡がない」と答えた高齢者は９％で、あ
と１０％の高齢者は別居家族と月に１２回程度
しか連絡を取っていない（図３）ということが
今回の調査から分った。
４．健康の自覚症状及び「ADL・IADL」状
況
高齢者の身体状況の自覚症状については、
「非常に健康」（４２％）及び「普通に健康」（３５.７ 
％）だと思った高齢者が多かったが、「健康でな
い」高齢者も２割ぐらい占めており、しかも入
院歴を持つ高齢者は２０％以上に上っている。な
お、「健康診断を受けていない」高齢者はなんと
４割強を占めている。高齢者の健康管理は誰に
任せばいいのか、また地域医療・保健の役割と
は何かについて議論する必要があるのではない
かと考えられる。
そして、図４で示した日常生活動作において
は、全項目の年齢層から見てみると、後期高齢
者の自立度が低下する一方で、特に入浴やトイ
レに関する動作の低さが目立っていた。また、
７０～７４歳という年齢層の高齢者の日常生活動作
も低下していることと、どんな年齢層別におい
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表２　高齢者の年齢層別世帯人数、家族構成及び大家族の同居意識
子供と同居予定独居理由独居年数配　偶　者　状　況
予定がない息子と住む予定
自分で
やっていける１０年以上
老夫婦のみ
暮らし１人暮らし
配偶者が
死別
同居配偶者
がいる年　　齢
１７.０％１２.５％１４.３％２１.４％２５.９％２.２％１.３％３１.７％６５～６９歳
１６.５％８.９％１３.８％１８.８％２１.４％４.０％４.０％２２.３％７０～７４歳
１１.２％２.７％８.９％１１.２％１２.５％２.７％２.７％１２.１％７５～７９歳
４.９％２.７％３.１％６.７％４.９％３.１％４.９％６.７％８０～８４歳
４.９％１.８％１.８％５.８％３.１％２.７％６.２％３.１％８５歳以上
５４.５％２８.６％４２.０％６３.８％６７.９％１４.７％１９.２％７５.９％合　　計
ても男性の方が自立度は高いことが解明され
た。
 
５．主な収入源と居住状況
農村高齢者の主な収入源としては、やはり労
働収入であった（２３.７％）。順番に行くと、家族
からの扶助（２３.２％）、自分の年金（１０.７％）、
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（①６５～６９歳を示す人数　②７０～７４歳を示す人数　③７５～７９歳を示す人数　④８０～８５歳を示す人数
⑤８５歳以上を示す人数）
図３　別居家族との連絡頻度（延べ人数）
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⑤８５歳以上を示す人数）
図４　日常生活動作（ADL）
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生活保護（９.８％）であった。しかし一方、年齢
層別で見てみると、後期高齢者の主な収入源は
労働収入よりも家族からの扶助が大きかった。
また、自分の名義（１４２人）及び配偶者の名
義（５４人）で居宅を持つ高齢者が多かったし、
夫婦のみの専用寝室（１５０人）と自分の専用寝
室（７０人）があると答えた高齢者が殆どであっ
た。
６．高齢者の外出頻度及び悩み時の相談相
手、病気時の看病相手
高齢者の外出頻度の調査結果は、毎日最低１
回（７８.６％）、或は２３日に１回程度（６.２％）
の外出があると答えた人の割合は高かった。そ
れに対して、殆ど外出しない高齢者も１割弱を
占めており、特に加齢とともに外出頻度は減少
していることが分った。
そして、高齢者が悩む時に最も相談したい相
手として、「同居家族であった」（１５５人）。一方、
「相談相手がいない」と答えた高齢者は２６人に
上る。
それから、病気時の看病相手として、一番望
まれるのはやはり「同居家族」となっていたが、
「別居の家族がしても良い」と答えた人は５５名
であった。
７．介護問題に対する不安及び要介護になっ
た時に望まれる介護者
調査結果から、介護問題に対する一番の不安
と悩みは、やはりいざ要介護状態になった時に
身近なところに介護者がいないということで
あった（２９.０％）。また、望まれる介護者（特に
自分の子供を指す）が仕事のために介護するこ
とができない（１２.５％）。それから、介護者自身
の健康状態が良くないため介護ができない
（５.８％）ことであった。一方、介護問題に対し
て不安を持っていないという高齢者も少なくな
い（４１.１％）。しかし、不安を感じないといって
も要介護状態になった時、本当に安心して老後
生活を送れるかというと疑問を抱く。
また、図５で示したように、８
　
 割弱の高齢者
が将来最も望まれる介護者は、やはり身内の家
族だとした。それから、まずは「家族が中心に、
どうしても足りない時に家政婦に依頼する」と
いうことであった。しかし、調査結果から、介
護状態になった時に最も望まれる介護者の中で
は、子供が中心的に介護を担うということでは
なく、配偶者に主な介護をして貰いたいという
要望が強かった（２７.４％）。それと並び息子
（２５.４）に依頼したい高齢者も少なくない。一
方、「今は介護が要らない」という高齢者も３割
以上を占めている。それは調査対象が若い高齢
者で多く占められていたことによる結果だと考
えられる。
８．高齢者の日常生活上最も楽しい事
高齢者が日常生活を営んでいく中で最も楽し
いこととは何かを聞いたところ、「家族との会
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図５　将来、高齢者が最も望む介護者
②4.5％ ①家族からの介護 
②家族が中心に、足りない時に家政婦さんにお願い 
③家族が中心に、足りない時に居宅サービスの利用 
④家族が中心に、足りない時に宗族への依頼 
⑤老人ホームの利用 
⑥家政婦さんを雇用 
⑦わからない 
③0.9％ 
⑦4.5％ 
④4.0％ 
⑤3.1％ 
⑥1.8％ 
①78.1％ 
話」は一番楽しいと答えた（３０.４％）。その次は
「子供の手助け」をしてあげた時（家事や子育
て）（１７.９％）、三番目は「友達や近隣住民同士
との会話」をした時（１４.３％）、その他は「家族
一家の団欒」（１１.６％）と「子孫たちの成長」
（１０.７％）」を見届ける時、という結果であった。
９．養老サービスに対する認知度及び福祉
サービスの利用希望
図６で示したように、まず福祉サービスの利
用希望について、４種類の福祉サービスを選ん
だ結果、いずれも「利用は考えていない」とい
う高齢者が多かった。そして、「必要であれば
利用する」と答えた高齢者のうち、若干多く占
めていたのは「長期入所老人ホーム」であった。
しかし、「利用を考慮している」、または「継続
的に利用する」と答えた高齢者は僅かだった。
次に、養老サービスに対する認知度につい
て、長期入所老人ホーム（１９７人）、或は短期入
所老人ホーム（１１６人）以外のサービスに関し
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（①そうであるの回答人数　②ややそうと思うの回答人数　③そうと思わないの回答人数　④わからないの回答人数）
図７　養老サービスの発展状況
介護サービスの利用上の利便性 
介護サービスの質的の確保 
介護サービスの量的拡充 
政府が介護サービスへの重視 
61 45 12 100
63 47 11 98
91 39 5 83
①63 ②36 ③15 ④104
そうである ややそうと思う そうと思わない わからない 
（①は訪問型養老サービスの回答人数　②通所養老サービスの回答人数　③短期入所老人ホームの回答人数
④長期入所老人ホームの回答人数）
図６　養老サービスに対する認識度及び福祉サービスの利用希望
①訪問型養老サービス 
③短期入院老人ホーム 
利用は考えていない 
①174
②175
③162
④150
必要であれば利用する 
利用を考慮している且継続利用 
知らない 
知っているが利用したことは無い 
知っている且利用している 
知っている且利用したことがある 
②通所養老サービス 
④長期入所老人ホーム 
44
45 57
66
3
2
3
7
189
185
103
22
29
33 116
197
2
2
1
1
2
2
2
2
ては殆ど認知度が低い。なお、多くの高齢者は
「知っているが利用しない」ということが分っ
た。
１０．養老サービスの発展状況及び在宅養老制
度の認識
養老サービスの発展状況に対する認識につい
て図７で示した。４段階に分けて評価した結
果、「わからない」という回答が一番目立ってい
る。一方、「そうである」と「ややそうと思う」
の高齢者は５０％を占めており、半分以上の高齢
者は養老サービスの発展を期待していると言え
よう。
また、在宅養老制度に対する認知度につい
て、「知らない」の高齢者は７０.３％を占めた。
「知っている」と答えた高齢者の情報源として、
テレビ（１７％）、新聞（４.９％）、家族及び友人
（２.２％）、街道及び居民委員会（３.６％）などか
らであった。
１１．養老支援サービスへの希望
養老支援サービスへの希望について図８で示
した通りである。まず、第一要望として、最も
高い割合を占めている項目とは、「政府が具体
的な実施計画を立案しなければならない」（８６
人）であった。その次は「養老サービスの補助
金の実施を早急にしていく」（５６人）となった。
また、第二要望については、高い割合順から
いくと、「政府が既存の政策制度の実施を確保
しなければならない」（５６人）、「サービスの内容
を高齢者のニーズに応じて拡充していく」（３３
人）という結果となった。
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　（①養老介護サービスの第一要望の回答人数　②養老介護サービスの第二要望の回答人数）
図８　養老介護サービスへの希望
①86人 
①養老介護サービス 
　への第一要望 
②養老介護サービス 
　への第二要望 
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Ⅳ．考　察
１．農村地域の変容が高齢者の養老生活にも
たらした福祉ニーズについて
基本属性及び家族構成と経済状況の分析か
ら、農村地域の変容における高齢者の日常生活
実態を通して、中国東北地方の高齢者の在宅生
活の特徴、経済の格差によってもたらされた福
祉ニーズの多様化、複雑化、深刻さが浮き彫り
になってきた。まず、その特徴としては、今ま
での東南地方の高齢者生活の調査結果と比べて
みると幾つかの相違点が存在している。それ
は、現在の中国では、農村高齢者の養老方式は
依然として家庭養老を主とする様式である。但
し、従来と異なるところといえば、子供が家族
内で両親を扶養するという仕組みが農村地域の
少子・高齢化の進展によって大きく崩れてきた。
特に、調査の結果（表２）から見て分かるよう
に、１人暮らし高齢者と老夫婦のみの高齢者世
帯を足してなんと８割以上に達しており、しか
もそのうちさらに５割以上の高齢者が将来子供
も含めて誰とも同居する予定がないのだ。この
割合は筆者が２００６年に東南地域で行った調査結
果（４割）と比較してみると遥かに高いことが
判明した（その当時４割という数字は全国的に
も高い水準を占めていた）。今のような状況下
では、仮に何らかの経済的な支援があっても、
身の回りの世話など日常的な生活（介護）支援
は誰が担うのか、また、高齢者は子供と同居の
希望があったとしても実際に実現可能なのかと
非常に大きな課題を抱えている。
そして、１０年以上も１人で暮らしている高齢
者が数多くいる中で、家族との連絡を取ってい
ない若しくは頻繁にとっていない高齢者はなん
と１割を超えている。これは、従来の中国の農
村地域では考えられないことであり、そのうち
日本のような高齢者の引きこもりや孤独死が増
えてくるであろう。
さらに、高齢者の経済状況から見てみれば、
生活の厳しさが一目瞭然だ。農村高齢者の主な
収入源は１割の年金有給者を除くと殆どが労働
収入を主とする。しかし、調査結果からわかる
ように、労働で収入が得られたのは僅か２割
ちょっとの高齢者であり、労働力を持たない高
齢者は家族からの扶養以外は収入がなく、日常
的生計はなんとかやりくりできても、いざ病気
になったり、または要介護状態になったりした
ら、果して幸せな老後生活を送ることができる
のか、むしろ命の保障さえもが危うくなるであ
ろう。
２．高齢者が安心、安全かつ健康な在宅生活
を営むことができるための養老介護サービ
スの必要性について
高齢者の健康自覚症状と ADL 状況、並びに
養老サービスへの認知度と利用希望の分析か
ら、年齢層別及び男女別に対してその実態が明
らかにされたことによって、高齢者の誰もが在
宅生活を望んでおり、何らかの地域支援を受け
ながら老後の生活を安心、安全かつ健康的に過
ごしていきたいということである。しかしなが
ら、調査の結果から全体像として、加齢に伴う
身体の病気や地域生活環境の変化からなる生活
の不便と精神上の苦痛が生じてくる。また、大
多数の高齢者は健康に在宅生活を過ごしている
が、２　 割ぐらいの高齢者は「元気でない」、また、
４　 割の高齢者が「健康診断を受けていない」と
いったような厳しい現実がある。特に加齢につ
れ、ADL の低下などにより身体的援助や家事
など生活支援を求める高齢者が確実に増え、誰
かの手を借りながら日々の生活を送っていくわ
けである。従来は家族が全てを担ってきたが、
少子・高齢化の進展により家族の介護能力が脆
弱化し、家族を中心とする高齢者の扶養という
仕組みが崩壊した。それらの機能を補うため
に、社会的介護の仕組みが求められ、高齢者へ
の介護サービスの重要性が再認識されることと
なった。
また、これから元気で自立した在宅生活を可
能な限り持続していくことは高齢者自身のメイ
ンテーマでもあるのだ。従来の家族養老といっ
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た考え方を意識して変えていかなければならな
いことだと思われる。しかし、調査分析からわ
かるように、８　 割の高齢者が将来最も望む介護
者は身内の家族だとしている。そして、福祉
サービスへの認知度が低いことによって、養老
サービスの利用希望もあまり多くないようだ。
このような状況下で、これからの高齢者の自立
生活を支えていくためには、予防（介護）も含
めた在宅養老サービスの提供が欠かせないこと
であろう。
３．異なる農村地域の特徴を生かした高齢者
福祉のあり方について
人口・面積ともに広大な中国で、農村地域の
高齢者問題を解決するには、その地域の文化や
習慣、それから地域性による人間関係、人々の
付き合い方等といった考慮が欠かせないと考え
られる。また、高齢者の在宅養老は単に家族に
任せきりでもないし、国や行政に全て委ねるこ
とでもない。これからの高齢者福祉の在り方は
異なる農村地域の特性を生かした考え方が重要
となる。それはまとめて以下のように思われ
る。①喫緊的な課題として法的な整備に取り組
んでいくことである。例えば日本のような介護
保険法の制定や国民健康保険制度の導入など社
会保障制度、社会福祉サービスを充実させてい
かなければならない。なぜならば、近年の急激
は経済発展により地域の格差が拡大してきた。
地域の格差から福祉の格差にならないように、
人々間の支えあいは勿論のこと、町と町間の経
済交流、助け合い活動の展開、さらに大都市と
農村の相互扶助といった考え方も大切だと思わ
れる。②家族の介護能力を補うために、地域資
源の開発、特にインフォーマルサービスの開発
や拡充が必要となる。中国は人が溢れているの
で、人々の福祉に対する意識さえ変われば多大
な力となる。そのために、地域社会に活躍でき
る専門的なソーシャルワーカーの養成など、よ
り多くの福祉専門職者を確保していくことが非
常に重要である。③農村の地方自治体の役割を
大いに発揮していかなければならない。これは
特に中国にとって重要な課題としている。安心
して住み慣れた町に住み続けていくためには、
より良い街づくりが農民（高齢者）にとっては
何よりも大事なことである。それには、やはり
地方行政と協働した住民の積極的参加に向け
て、高齢者の在宅養老生活を支える各団体間に
よるネットワークづくりが求められるのであ
る。
ま　と　め
以上の調査結果分析を通して、中国社会にお
ける地域の変容が高齢者の養老生活にもたらし
た福祉ニーズの把握の重要性と、高齢者が安
心、安全かつ健康に在宅生活を営んでいくため
の、ソーシャルワークの視点による養老介護
サービス提供の必要性とを再確認することがで
きた。また、今回の東北農村地域の高齢者を対
象とした生活実態調査はサンブルが少ないもの
の、今までこのような農村調査は前例がなく貴
重な基礎データとしても大変意義深い研究だと
も言える。勿論、調査に当ってまだ至らないと
ころもたくさんある。例えば、調査地域の選定
や調査対象の選択、またはサンプル数の足りな
さなど、それらを今後の課題として取り組んで
参りたい。
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１）以上の統計数字は２０００年第５回中国人口国勢調
査によるものである。
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